
令和 7 年度資源エネルギー庁 「資源権益・安定供給の確保に向けた資源国との関係強化支援事業」

の二次公募の開始について 

２０２５年６月 

 経済産業省は、令和 7 年度「産油国石油精製技術等対策事業費補助金（石油天然ガス権益・安定供

給の確保に向けた資源国との関係強化支援事業のうち産油・産ガス国産業協力等事業に係るもの）」

及び「資源国脱炭素化・エネルギー転換技術等支援事業費補助金」に係る補助事業者につき、この

度、２次公募を本年６月２日より開始いたしましたのでお知らせいたします。 

 

●事業概要： 

➢ 産油国石油精製技術等対策事業費補助金（石油天然ガス権益・安定供給の確保に向けた資源国

との関係強化支援事業のうち産油・産ガス国産業協力等事業に係るもの） 

産油・産ガス国において、①産業人材育成事業を行う者や将来の当該産油・産ガス国の中核を担う国

際的な人材の育成を図る事業を行う者、②我が国が有する環境対応技術の産油・産ガス国への導入、

産油・産ガス国の産業基盤施設・整備の環境対応化等の事業又は産油・産ガス国で開催される催事等

において我が国が有する環境対応技術等のセミナーや展示事業の開催、石油及び可燃性天然ガス開発

分野における共同研究、調査研究、人材交流を通じた開発支援協力に係る事業等を行う者に対する支

援を行うことで、我が国と産油・産ガス国との関係強化を図り、もって我が国の石油及び可燃性天然

ガスの安定供給に資することを目的としています。 

 

➢ 資源国脱炭素化・エネルギー転換技術等支援事業費補助金 

資源国における化石燃料産業等の基盤施設・設備の脱炭素化・低炭素化に係る取組や、水素、アンモ

ニア、バイオ燃料をはじめとする産業の脱炭素化・低炭素化に資する燃料分野にかかる我が国の有す

る先端技術の移転に係る取組について、これら取組のための調査・研究等や取組を実施する事業を行

う者に対する支援を行います。 

これらの取組が、我が国と相手国等との友好協力関係を象徴するようなモデル事業として将来的に位

置づけられることを期待するとともに、我が国の資源の安定供給に資することを目的とします。 

※本事業における資源国とは、現に我が国に石油・ガス等の資源の輸出を行っている国又は本事業に

おける取組等を通して今後資源の生産や我が国への輸出を行う可能性を有する国を指します。 

 

 

 

 



※以下は全て日本時間 

●公募期間：２０２５年６月２日（月）～２０２５年６月２３日（月）１２時 

●公募説明会：２０２５年６月６日（金）１４：００～ 

※開催形式：オンライン（Teams） 

※説明会参加登録は２０２５年 6 月 5 日（木）正午まで 

●事業期間：交付決定日～２０２６年３月３１日（火） 

●公募ページ： https://www.nri.com/jp/news/public_offer/resource_subsidy_2025.html 

●問い合わせ先： 

事務局：株式会社野村総合研究所 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-9-2 大手町フィナンシャルシティ グランキューブ 

 

産油国石油精製技術等対策事業費補助金 

r7.oilgus@hojo-jimukyoku.jp 

資源国脱炭素化・エネルギー転換技術等支援事業費補助金 

r7.decarbonization@hojo-jimukyoku.jp 

 

担当課：経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部 資源開発課 

〒100-8901 東京都千代田区霞が関 1-3-1 

担当：松尾、鳥原 

matsuo-yudai@meti.go.jp 

torihara-tomoya@meti.go.jp 
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